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平成１８年３月期 個別財務諸表の概要                 平成18年５月22日 

 
会 社 名            株式会社 ナ  ガ  ワ             上  場  取 引 所   ＪＡＳＤＡＱ 
コ ー ド 番 号            ９６６３   
（ＵＲＬ    http://www.nagawa-group.co.jp/）                 本店所在都道府県   北  海  道  
本 店 所 在 地     北海道伊達市長和町 467 番地 2 
問い合わせ先        
  住所（本社）     埼玉県さいたま市大宮区吉敷町１丁目 41 番地 
  責任者役職名    取締役総務部長 
  氏 名         矢 野 範 行           TEL(048)648-6111 
決算取締役会開催日  平成 18 年５月 22 日  中間配当制度の有無     有   
配当支払開始予定日  平成 18 年６月 28 日 
定時株主総会開催日  平成 18 年６月 27 日  単位株制度採用の有無    有（１単元  100 株）                                 
 
１．18 年３月期の業績（平成 17 年４月１日～平成 18 年３月 31 日） 
（１）経営成績                                  （百万円未満切捨て） 
 

売 上 高          営 業 利 益          経 常 利 益          

 
1 8 年 3 月 期 
1 7 年 3 月 期 

      百万円   ％ 
２０，３２４ (  ９．８) 
１８，５０９ (  ５．０) 

     百万円   ％ 
２，６９７ （ ４５．６） 
１，８５２ （ １８．２）  

      百万円   ％   
  ２，７８１ （ ４７．１） 
１，８９０ （ ２２．４）  

 
 

当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益 

株主資本 
当期純利益率 

総資本 
経常利益率 

売上高 
経常利益率 

 
1 8 年 3 月 期 
1 7 年 3 月 期 

       百万円  ％ 
１，５２１ ( ５１．９) 
１，００１ ( ２３．１) 

 円 銭 
９０ ３１ 
５８ ６３ 

 円 銭 
－  － 
－  － 

   ％ 
６．２ 
４．２ 

   ％ 
８．８ 
６．１ 

   ％ 
１３．７ 
１０．２ 

（注）１．期中平均株式数  18年３月期  １６，３２２，５１３株   17年３月期  １６，４０９，２５１株         
   ２．会計処理の方法の変更    無 
   ３．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
（２）配当状況 

１株当たり年間配当金  
 中  間 期    末 

配当金総額 
（年間） 

配当性向 
株主資本 
配当率 

 
1 8 年 3 月 期 
1 7 年 3 月 期 

円  銭 
２５  ００ 
１８  ００ 

円  銭 
―  ― 
―  ― 

円  銭 
２５  ００ 
１８  ００ 

百万円 
４０８ 
２９３ 

％ 
２７．７ 
３０．７ 

％ 
１．６ 
１．２ 

（注）18 年３月期期末配当金の内訳は、普通配当 18 円、会社創立 40 周年記念配当 7円であります。  
（３）財政状態 
 

総  資  産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 
１ 株 当 た り         
株 主 資 本         

 
1 8 年 3 月 期 
1 7 年 3 月 期 

              百万円 
３２，３４６ 
３０，５７７ 

              百万円 
２５，３０５ 
２４，０３０ 

        ％ 
７８．２ 
７８．６ 

    円   銭 
１，５４７  ６９ 
１，４６９  ３１ 

 （注）１．期末発行済株式数    18年３月期 １６，３２０，１５８株  17年３月期 １６，３２８，３７８株 
       ２．期末自己株式数         18 年３月期     ３７，０５６株   17 年３月期          ２８，８３６株 
     
２．１９年３月期の業績予想（平成 18 年４月１日～平成 19 年３月 31 日） 

１株当たり年間配当金  
売上高 経常利益 当期純利益 

中   間  期   末  
 

中間期 
通期 

   百万円 
１０，８０９ 
２２，０００ 

    百万円 
１,３６５ 
３,０００ 

    百万円 
７５０ 

１,６５０ 

   円  銭    
―    ― 
―    ―   

   円  銭
―    ― 

２０  ００ 

  円  銭
―   ― 

２０  ００ 
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）       １００円８７銭 
※業績予想につきましては、発表日現在のデータに基づき作成したものであり、予想につきましては様々な不確定要素が内
在しておりますので、実際の業績はこれらの予想数値と異なる場合があります。 
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財務諸表等 
 貸借対照表 

    
前事業年度 

（平成 17 年３月 31 日） 
当事業年度 

（平成 18 年３月 31 日） 対前年比 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

増減   
(百万円) 

（資産の部）                
Ⅰ 流動資産                

１．現金及び預金    4,985    6,041    
２．受取手形 ※２   3,720    3,565    
３．売掛金 ※２   1,972    2,381    
４．商品    72    84    
５．製品    990    1,179    
６．原材料    150    161    
７．仕掛品    35    42    
８．貯蔵品    6    7    
９．前払費用    98    247    
10．繰延税金資産    125     138     
11．短期貸付金    10     19     
12．その他 ※２   119     22     
13．貸倒引当金    △ 19     △ 19     

流動資産合計    12,267 40.1   13,872 42.9 1,604 
Ⅱ 固定資産                
（1）有形固定資産                

１．貸与資産  24,765     24,910       
減価償却累計額  15,003 9,761   15,230 9,679     

２．建物 ※１ 2,615     2,640       
減価償却累計額  1,683 932   1,699 941     

３．構築物  1,023     1,071       
減価償却累計額  711 311   760 310     

４．機械装置  400     393       
減価償却累計額  339 61   335 58     

５．車輌運搬具  288     315       
減価償却累計額  214 73   219 96     

６．工具器具備品  397     415       
減価償却累計額  332 64   333 82     

７．土地 ※１   5,912     5,963     
８．建設仮勘定    0     188     
有形固定資産合計    17,117 56.0   17,320 53.6 202 

（2）無形固定資産                
１．借地権    39     39     
２．電話加入権    21     21     
３．ソフトウエア    87     51     
無形固定資産合計    148 0.5   112 0.3 △ 35 

（3）投資その他の資産                
１．投資有価証券    258    420    
２．関係会社株式    149    149    
３．出資金    0     0     
４．更生債権等    44     46     
５．長期前払費用    5     3     
６．繰延税金資産    192    33    
７．長期貸付金    51     33     
８．敷金及び保証金    365     382     
９．その他    24     17     
10．貸倒引当金    △ 48     △ 46     

投資その他の資産合計    1,043 3.4   1,041 3.2 △ 2 
固定資産合計    18,310 59.9   18,474 57.1 164 
資産合計    30,577 100.0   32,346 100.0 1,768 
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前事業年度 

（平成 17 年３月 31 日） 
当事業年度 

（平成 18 年３月 31 日） 対前年比 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

増減   
(百万円) 

（負債の部）                
Ⅰ 流動負債                

１．支払手形 ※２   1,020    1,141    
２．買掛金 ※２   992    1,202    
３．一年内返済予定の 

長期借入金 
※１   400    400    

４．未払金 ※２   1,482    1,830    
５．未払費用    48     50     
６．未払法人税等    555     751     
７．未払消費税等    101     59     
８．前受金    31     180     
９．預り金    20     22     
10．賞与引当金    181    182    
11．その他    0     0     

流動負債合計    4,835 15.8   5,822 18.0 986 
Ⅱ 固定負債               

１．長期借入金 ※１   1,400    1,000   
２．役員退職慰労引当金    232    140   
３．その他    78     78    

固定負債合計    1,711 5.6   1,218 3.8 △ 492 
負債合計    6,546 21.4   7,040 21.8 494 

                 
（資本の部）                

Ⅰ 資本金 ※３   2,855 9.3   2,855 8.8 － 
Ⅱ 資本剰余金                
（1）資本準備金  4,586     4,586       

資本剰余金合計    4,586 15.0   4,586 14.2 － 
Ⅲ 利益剰余金                
（1）利益準備金  713     713       
（2）任意積立金                
   別途積立金  14,523     15,023       
（3）当期未処分利益  1,298     1,986       

利益剰余金合計    16,536 54.2   17,724 54.8 1,187 

Ⅳ その他有価証券評価差額金    68 0.2   165 0.5 96 

Ⅴ 自己株式 ※４   △ 16 △ 0.1   △ 25 △ 0.1 △ 9 

資本合計    24,030 78.6   25,305 78.2 1,274 
負債・資本合計    30,577 100.0   32,346 100.0 1,768 
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 損益計算書 

    

前事業年度 
(自 平成 16 年４月１日 

 至 平成 17 年３月 31 日) 

当事業年度 
(自 平成 17 年４月１日 

 至 平成 18 年３月 31 日) 対前年比 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

増減   
(百万円) 

Ⅰ 売上高               
１．販売収益  7,552     8,891      
２．レンタル収入  10,956 18,509 100.0 11,432 20,324 100.0 1,814 

Ⅱ 売上原価               
１．販売原価  3,978     4,759      
２．レンタル原価  7,137 11,115 60.1 7,132 11,892 58.5 776 

売上総利益    7,393 39.9   8,432 41.5 1,038 
Ⅲ 販売費及び一般管理費               
１．運送費  383     423      
２．ハウス管理費  615     625      
３．広告宣伝費  225     251      
４．貸倒引当金繰入額  －     12      
５．役員報酬  150     164      
６．役員退職慰労引当金繰入額  16     18      
７．給料手当  1,294     1,357      
８．退職給付費用  105     8      
９．賞与引当金繰入額  166     164      
10．福利厚生費  222     226      
11．減価償却費  200     193      
12．修繕費  250     277      
13．地代家賃  945     980      
14．その他  964 5,541 29.9 1,031 5,735 28.2 193 

営業利益    1,852 10.0   2,697 13.3 845 
Ⅳ 営業外収益               
１．受取利息 ※１ 3     1      
２．受取配当金  1     2      
３．受取賃貸料 ※１ 63     68      
４．雑収入 ※1,2 22 90 0.5 31 104 0.5 14 

Ⅴ 営業外費用               
１．支払利息  28     19      
２．社債利息  21     －      
３．雑損失 ※３ 1 51 0.3 0 20 0.1 △ 31 

経常利益    1,890 10.2   2,781 13.7 891 
Ⅵ 特別利益               
１．固定資産売却益 ※４ 0     0      
２．貸倒引当金戻入益  2   －    
３．保険差益  27   －    
４．その他  0 30 0.2 － 0 0.0 △ 30 

Ⅶ 特別損失               
１．固定資産処分損 ※５ 36     36      
２．減損損失  2     －      
３．その他  0 39 0.2 － 36 0.2 △ 2 

税引前当期純利益    1,881 10.2   2,744 13.5 863 
法人税、住民税及び事業税  848     1,143      
法人税等調整額  31 879 4.8 80 1,223 6.0 343 
当期純利益    1,001 5.4   1,521 7.5 519 
前期繰越利益    486     465    
自己株式消却額    △ 189     －    

当期未処分利益    1,298    1,986  687 
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 利益処分計算書 

    

前事業年度 
株主総会承認日 

平成 17 年６月 28 日 

当事業年度 
株主総会承認日 

平成 18 年６月 27 日 対前年比 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 
増減  

(百万円) 
Ⅰ 当期未処分利益     1,298   1,986 687 
Ⅱ 利益処分額            
１．配当金   293   408    

    (1 株につき18円)   (1 株につき25円)    
２．役員賞与金   39   47    

(うち監査役賞与金)   (2)   (2)    
３．任意積立金            

別途積立金   500 833 900 1,355 521 
Ⅲ 次期繰越利益     465   631 166 
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重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

(自 平成 16 年４月１日 
 至 平成 17 年３月 31 日) 

当事業年度 
(自 平成 17 年４月１日 

 至 平成 18 年３月 31 日) 
１．有価証券の評価基準及び評価 

方法 
子会社株式及び関連会社株式 
……移動平均法による原価法 

同左 

  その他有価証券 
時価のあるもの 
……決算日の市場価格等に基づく時価 
  法（評価差額は全部資本直入法に 
  より処理し、売却原価は主として 
  移動平均法により算定） 

 

  時価のないもの 
……移動平均法による原価法 

 

２．たな卸資産の評価基準及び 
評価方法 

商品………総平均法による原価法 
製品………     〃 
仕掛品……     〃 
原材料……先入先出法による原価法 
貯蔵品……     〃 

同左 

３．固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産 
 定率法によっております。 

  ただし、平成10年４月１日以降に取 
 得した建物（附属設備を除く）及び貸 
 与資産のうち貸与ハウスについては、 
 定額法により償却しております。 
  なお、主要な耐用年数は以下のとお 
 りであります。 
 貸与資産        ５～７年 
 建物          15～38年 

(1) 有形固定資産 
同左 

  (2) 無形固定資産及び長期前払費用 
 定額法によっております。 

  なお、自社利用のソフトウェアにつ 
 いては、社内における利用可能期間（５ 
 年）に基づく定額法によっております。 

(2) 無形固定資産及び長期前払費用 
同左 

  (3) 少額減価償却資産 
取得価額が10万円以上20万円未満 

の減価償却資産については、３年間で
均等償却する方法を採用しておりま
す。 

(3) 少額減価償却資産 
同左 
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項目 
前事業年度 

(自 平成 16 年４月１日 
 至 平成 17 年３月 31 日) 

当事業年度 
(自 平成 17 年４月１日 

 至 平成 18 年３月 31 日) 
４．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるた
め、一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 
同左 

  (2) 賞与引当金 
従業員の賞与の支給に充てるため、

将来の支給見込額のうち当期に負担す
べき費用を見積り計上しております。 

(2) 賞与引当金 
同左 

  (3) 役員退職慰労引当金 
役員の将来の退職慰労金の支払いに 

充てるため、内規に基づく期末要支給
額を計上しております。 

(3) 役員退職慰労引当金 
同左 

  (4) 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当 

事業年度末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき計上してお
ります。 
 なお、数理計算上の差異は、発生し
た期に一括して費用として処理してお
ります。 
 ただし、当期末においては、年金資
産の額が退職給付債務の額を超えるた
め、前払年金費用を流動資産の「前払
費用」に含めて表示しております。 

(4) 退職給付引当金 
同左 

 
 
 
 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・
リース取引については、通常の賃貸借取
引に係る方法に準じた会計処理によって
おります。 

同左 

６．その他財務諸表作成のため 
の基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理の方法 
税抜方式を採用しております。 

(1) 消費税等の会計処理の方法 
同左 

 
 
 
 
重要な会計処理方法の変更 

前事業年度 
(自 平成 16 年４月１日 

 至 平成 17 年３月 31 日) 

当事業年度 
(自 平成 17 年４月１日 

 至 平成 18 年３月 31 日) 
（固定資産の減損に係る会計基準） 
 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る
会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成14
年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用
指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成 15 年 10 月 31
日）が平成16年３月31日に終了する事業年度に係る財務諸
表から適用できることになったことに伴い、当事業年度より
同会計基準及び同適用指針を適用しております。これにより
税引前当期純利益は２百万円減少しております。 
 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等規
則に基づき各資産の金額から直接控除しております。 

 
―――――――― 
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注記事項 
（貸借対照表関係） 

前事業年度（平成 17 年３月 31 日） 当事業年度（平成 18 年３月 31 日） 

※１ 担保提供資産 ※１ 担保提供資産 
（担保に供している資産） （担保に供している資産） 
建物             150 百万円 
土地            2,104     
 計            2,255 

建物            135 百万円 
土地           2,116     

      計           2,251 
（上記担保資産に対応する債務) （上記担保資産に対応する債務） 
一年内返済予定の       220 百万円 
長期借入金 
長期借入金          770     
 計             990 

一年内返済予定の      220 百万円 
長期借入金 
長期借入金         550     
 計            770 

※２ 関係会社に係る注記 ※２ 関係会社に係る注記 
区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているも 

のは、次のとおりであります。 
区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているも 

のは、次のとおりであります。 

売掛金                          2 百万円 
未収入金            10 
（流動資産・その他） 
支払手形                       11 
買掛金                        113 
未払金                          9 

売掛金                        3 百万円 
受取手形            0 
未収入金                     10 
（流動資産・その他） 
支払手形                     11 
買掛金                      123 
未払金                       53 

※３ 授権株式数及び発行済株式総数  
授権株式数     普通株式  30,000,000株 

※３ 授権株式数及び発行済株式総数  
授権株式数     普通株式    30,000,000株 

ただし定款の定めにより、「株式の消却が行われた場 
合には、これに相当する株式数を減ずる」こととなって
おります。 
 なお、平成14年 12月３日及び平成16年７月５日開
催の取締役会の決議により利益による自己株式の消却
を実施したため、418,000株が減少し、登記簿上の会社
が発行する株式の総数は 29,582,000 株となっておりま
す。 

ただし定款の定めにより、「株式の消却が行われた場 
合には、これに相当する株式数を減ずる」こととなって
おります。 
 なお、平成14年12月３日及び平成16年７月５日開
催の取締役会の決議により利益による自己株式の消却
を実施したため、418,000株が減少し、登記簿上の会社
が発行する株式の総数は29,582,000株となっておりま
す。 

発行済株式総数   普通株式  16,357,214株 発行済株式総数   普通株式  16,357,214株 
※４ 自己株式 ※４ 自己株式 
   当社が保有する自己株式の数は、普通株式28,836株 

であります。 
   当社が保有する自己株式の数は、普通株式37,056株 

であります。 
 ５ 配当制限  

 商法施行規則第124条第3号に規定する、資産に時価
を付したことにより増加した純資産額は 68 百万円であ
ります。 

 ５ 配当制限  
 商法施行規則第124条第3号に規定する、資産に時価
を付したことにより増加した純資産額は 165 百万円で
あります。 
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 （損益計算書関係） 

前事業年度
（自 平成 16 年４月１日 
 至 平成 17 年３月 31 日） 

当事業年度
（自 平成 17 年４月１日 
 至 平成 18 年３月 31 日） 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて 
おります。 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて 
おります。 

受取利息          0 百万円 
受取賃貸料         12 
雑収入                     10        
 計            24 

受取賃貸料                15 百万円 
雑収入                    10        
 計            26 

※２ 雑収入の内訳 ※２ 雑収入の内訳 
設備賃貸収入        9 百万円 
その他           12        
 計            22 

設備賃貸収入               9 百万円 
その他                    22        
  計                      31 

※３ 雑損失の内訳 ※３ 雑損失の内訳 
棚卸資産除却損              0 百万円 
その他                      0        
 計                        1 

棚卸資産除却損       0 百万円 
その他                     0        
 計            0 

※４ 固定資産売却益の内訳 ※４ 固定資産売却益の内訳 
建物                        0 百万円 
その他                      0        
  計                        0 

機械装置                   0 百万円 

※５ 固定資産処分損の内訳 ※５ 固定資産処分損の内訳 
貸与資産除却損              9 百万円 
建物除却損                 12 
構築物除却損                9 
その他                      4        
  計                       36 

貸与資産除却損             1 百万円 
建物除却損                15 
構築物除却損               7 
その他                    12        
 計                      36 

 
 
 
 
（リース取引関係） 

前事業年度 
(自 平成 16 年４月１日 

 至 平成 17 年３月 31 日) 

当事業年度 
(自 平成 17 年４月１日 

 至 平成 18 年３月 31 日) 
 重要性が乏しく、契約一件当たりの金額が少額なため、
財務諸表等規則第８条の６第６項の規定により記載を省略
しております。 

同左 

 
 
 
 
（有価証券関係） 

前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）及び当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年
３月 31 日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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（税効果会計関係） 
前事業年度 

(自 平成 16 年４月１日 
 至 平成 17 年３月 31 日) 

当事業年度 
(自 平成 17 年４月１日 

 至 平成 18 年３月 31 日) 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 

（単位：百万円） （単位：百万円） 
（1）流動資産 （1）流動資産 

繰延税金資産 
貸倒引当金             0 
賞与引当金             73 
未払事業税                         40 
未払社会保険料                      9 
その他                              2  
 合計                            125  

繰延税金資産 
貸倒引当金                        0 
賞与引当金                       73 
未払事業税                       53 
未払社会保険料                    8 
その他                            1  
 合計                          138  

（2）固定資産 （2）固定資産 
繰延税金資産 
役員退職慰労引当金               93 
有価証券評価損（投資有価証券）   80 
会員権評価損                     11 
未払修繕費                       42 
その他                           11  
 小計                          240 

繰延税金負債 
その他有価証券評価差額         △46 
退職給付引当金                  △1  
 小計                         △47 

繰延税金資産の純額                192  
繰延税金資産合計                  318  

繰延税金資産 
役員退職慰労引当金        56 
有価証券評価損（投資有価証券）   80 
会員権評価損                     11 
未払修繕費                       40 
その他                           10  
  小計                          199  

繰延税金負債 
その他有価証券評価差額    △112 
退職給付引当金                 △53  
 小計              △165  

繰延税金資産の純額            33  
繰延税金資産合計                  172  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率 
との差異の原因となった主な項目別の内訳 

（単位：％） 
法定実効税率                               40.4 
（調整）  
交際費等永久に損金に算入されない項目        0.3 
受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △0.0 
住民税等均等割                              3.5 
留保金課税の適用による法人税額              1.3 
その他                                      1.3 
税効果会計適用後の法人税等の負担率         46.8 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率 
との差異の原因となった主な項目別の内訳 

（単位：％） 
法定実効税率                               40.4 
（調整）  
交際費等永久に損金に算入されない項目        0.2 
受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △0.0 
住民税等均等割                              2.5 
留保金課税の適用による法人税額              1.4 
その他                                      0.1 
税効果会計適用後の法人税等の負担率         44.6 
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 （１株当たり情報） 
前事業年度 

(自 平成 16 年４月１日 
 至 平成 17 年３月 31 日) 

当事業年度 
(自 平成 17 年４月１日 

 至 平成 18 年３月 31 日) 
１株当たり純資産額                    1,469 円 31銭 
１株当たり当期純利益                     58 円 63銭 
潜在株式調整後１株当たり当期純利益               － 

１株当たり純資産額                    1,547 円69銭 
１株当たり当期純利益                     90 円 31銭 
潜在株式調整後１株当たり当期純利益               － 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  
前事業年度 

(自 平成 16 年４月１日 
 至 平成 17 年３月 31 日) 

当事業年度 
(自 平成 17 年４月１日 

 至 平成 18 年３月 31 日) 

当期純利益（百万円） 1,001 1,521 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 39 47 

（うち利益処分による役員賞与金） (39) (47)

普通株式に係る当期純利益（百万円） 961 1,474 

期中平均株式数（株） 16,409,251 16,322,513 
 
 
 
 
（重要な後発事象） 
 該当事項はありません。 
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役員の異動（平成 18 年６月 27 日付） 

 

1. 異動予定取締役 
 新役職名    氏 名   現役職名  
取締役総務部長  矢野 範行 取締役総務部長 
兼企画室部長     
 
取締役経理部長  菅井 賢志 取締役企画室部長 
 

2. 退任予定取締役 
取締役経理部長  菅野 修一 

 
以上 

 
 


